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地域力創造有識者会議中間取りまとめ

１．開催経過

（１）第１回 平成２０年１１月４日（火）

・鳩山総務大臣挨拶、月尾座長挨拶

・事務局説明

地域力創造有識者会議設置の経緯、総務省の主な地域力

創造関連施策、各省庁、地方公共団体等の関連する取組

・委員間のフリートーキング

（２）第２回 平成２０年１２月１５日（月）

・地域力の向上に取り組んでいる事例発表

(株)エフエムもえる 代表取締役社長 佐藤太紀様

・事務局説明

第１回地域力創造有識者会議の主な意見・提言等、地方

へ人材を派遣する事業の例、首長アンケート結果（速報

版）等

・委員間のフリートーキング

（３）第３回 平成２１年３月３日（火）

・地域力の向上に取り組んでいる事例発表

庄内映画村(株) 代表取締役社長 宇生雅明様

(株)福田農場ワイナリー代表取締役 福田興次様

・事務局説明

首長アンケート結果について、地域力要素分解図関係、

地域力創造データバンク 等

・委員間のフリートーキング

（４）第４回 平成２１年４月２８日（火）

・地域力創造有識者会議中間とりまとめ（案）について

議論
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２．委員からの主な議論

（１）地域力について

・地域力とは地域の問題を自分達で発見し解決していける能

力ではないか。

・地域力を地方に限定することなく、東京などの大都市の地

域力も考えるべき。

・地域力が高い地域は、場と主体と条件の３つの要素を大変

大切にしている。場は住みたいと思う地域づくり、主体は

帰ってきたいと考える人材づくり、条件は帰ってこられる

産業づくりと考える。

・人によって地域が発展していくかということではなくて、

人を動かす力が地域力なのではないか。

・地域力が強いとは、つながる力が強いということと考える。

・地域力とは、何か問題があったときにきちんとそれに対応

する地域レベルの対応力。それを継続させる力が必要。

（要素分解図について）

・人的要素をトップに挙げたことは重要。

・高齢者の力（老人力）、先人の知恵という要素もあるので

はないか。

・観光が重要な要素ではないか。

・新しいものを創造する力と交流の力も大事。

・地域力には連続的な再生産という側面と不連続でジャンプ

するような革新力という２つの側面もある。

・地域の経営資源は「人、もの、金、情報」。そしてこれら

に方向性をもたせるのがリーダーの存在。

（２）人材育成関連

・マニュアルや前例にとらわれない柔軟な発想ができる人材

が必要。

・人材を発掘する仕組み作りが必要。

・地域において特徴的な活動をしている人をうまく活用する

仕組みをつくるべき。

・リーダーの果たす役割は非常に大きい。

・リーダーは能力、時間等に恵まれた特別な人がなるもので

はなく、女性、高齢者等様々な人がなりうるもの。

・カリスマ型、調整型、会計型、知恵袋型、何でも屋型リー

ダーが役割分担しているのが最近の特徴。それを発掘する

ノウハウを地域に移転することが重要。
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・サブリーダー、ブレーン等のリーダーを支える人材の育成

も重要。

・人を動かすには一人一人を大事にして意見をすい上げ実行

に移していく姿勢が重要。

・人材を地域に長期に派遣する仕組みが重要。

・よそ者、外からの参入者、若者の存在が重要。

・外からの人材が生かされる様、受入れ側の工夫、環境づく

りが必要。

・外部人材の派遣が終わった後も活動が継続する方法を考え

ておくべき。

・地域内の縦割を排除するため、地域内のリーダーのネット

ワークづくりが必要。

(研修関係）

・市民の声にきちんと対応できる様、公務員に対する研修を

充実すべき。福祉、子育て等のテーマ別のリーダーを核と

した地域づくりの重要性を研修すべき。

・研修した後の活動状況のフォローが重要。

・公務員、自治会、テーマ型団体が一同に介して研修できる

仕組みが重要。

・ＮＰＯが研修に参加しやすくなる様な配慮、工夫をすべき。

・人材育成には視察が重要。視察の受入れ側の負担軽減策も

必要。

(大学関係）

・人づくりの主体としての大学の存在が非常に大きい。

・地域でフィールドワークを行う大学のネットワーク化が必

要。

・大学と地域との連携を助長する取組み（ex顕彰）を総務省

にしてもらいたい。

・大学の役割として先端研究も忘れてはならない。

（３）協働の仕組み・コミュニティ関連

・自治体、企業、商店街等のいろいろな人との協働が必要、

つながる力をつけることが大事。

・人と人とのつながる力が強いところが地域力が強い。
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・同じテーマに関心のある人の集まりから、テーマ、メンバ

ーを広げてネットワークを拡大していくべきであり、その

ための連携の仕組みを考えるべき。その際、地域自治組織

等が中心になる仕組みを、行政が仲介して作っていけば活

動は活発化するのではないか。

・地域社会、コミュニティなど地域力を取りまとめてきた組

織形態が歴史的な限界に突き当たっている。地域力を引き

出す新たな制度設計が必要。

・交流の輪を広げていける拠点づくりが重要。空き店舗活用

なども考えられる。

（４）産業関係

・地域力を考えるときには、第一次産業対策は欠かせない。

・どうしたら人は動くか、そのためには、お金が動く必要が

ある。収入が伴わなければ人は動かない。

・第一次産業も含めて総合的な地域産業の支援施策が非常に

重要。

・産業力ということをきちんと考えると同時に、ソフトウェ

アとして地域のことをよく知るという両面が必要。

・産業づくりに関係のある関係省庁もこの会議に参加すべき。

・小規模事業に対して資金提供する仕組みが必要。

・コミュニティビジネスの育成が重要。

・第一次産業等でやる気があり頑張ろうとしている人が続け

られるような仕組みを国が構築すべき。

（５）行政との関係

・ＮＰＯの活動でも行政との関係が見えると市民は安心する。

・行政が前面に出ないでＮＰＯ等を活用したネットワークを

促進するための仕組みが必要ではないか。

・行政依存にならないことは重要だが、きっかけの制度は行

政がつくらざるを得ない。過度に関与しない仕組みが重要。

・行政の縦割り意識を改めるべき。

・行政はＮＰＯ等の手柄を横取りしない。
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（６）その他

・そこに住む住民が住んでいるところの良さを理解すべき。

・危機感をもつことが行動の動機となる。

・現在どうすべきかも重要だが、未来、将来を見据え、そこ

に到達するための施策を考えていく必要がある。

・地域ブランドの情報発信の役割は国、県で担うべき。

・地域を元気にしている人、それらの活動事例をまとめたデ

ータベースを検討すべき。

・既存の様々な制度を有効に活用できる様各省の関連施策を

整理してみるべき。

・国の役割、施策を検討する際には地方分権を念頭に置き、

地方の細かいところまで関わるべきではない。

３．ゲストスピーカーからの主な指摘事項

（１）株式会社エフエムもえる 代表取締役社長 佐藤太紀様

◎住民自らが地域の情報を収集し、その情報をＦＭにより発

信し自分たちの住んでいる町の地域力の向上を図っている事

例

１ ボランティアが１２０人で番組制作等を行い、１年間３６

５日２４時間放送を実施。まちを何とかしなければならない

という思いや、何かおもしろいからやってみようというよう

な感じでボランティアが集まった。

２ できることを、できる人が、できるときにやれる、という

誰でも参加できる仕組みづくりに留意した。

３ 住民に「あなたたちが持っている情報はすばらしいのだ」

と気づかせることができれば、放っておいても動いてくれる

ようになる。

４ 最初から補助金に頼ると、補助金の切れ目が活動の切れ目

になる。活動を重ねていく中で行政、経済界との信頼関係が

でき連携も生まれた。
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（２）山形県庄内映画村社長 宇生 雅明 様

◎庄内という土地の特性を生かし、映画産業の取り組みを通じ

て地域力の向上を図っている事例

１ 庄内映画村は、地域おこしをするための会社ということで、

一口５０万円で全員筆頭株主という考え方に基づき、上も下

もなく５０万円ずつ１０２口の株主によって運営が始まった。

２ 地吹雪など（生活に支障をもたらす存在ではあるが）雪を

いかに売り込んでいくかが課題、勝負だと考えている。

３ 映画の撮影だけに使うのではなく、観光客を入れて、映画

と観光、地域の特産品の販売などをセットにした取組みを考

えている。また、観光客と地元の人との交流の場にもしたい

と考えている。

４ エコと自然と農業、その中に映画のセットがあるというこ

とができれば理想的。

５ 地域の核となる人が中心となり応援してくれている。また、

エキストラに無償で協力してくれる人などが多くいるのがこ

の地域の強みと感じている。

（３）熊本県福田農場ワイナリー代表取締役 福田 興次 様

◎地域の資源に着目し、産業の連携を重視する中で、地産地消

の取り組みなどを通じ地域力の向上を図っている事例

１ 地域の活性化というのは、ものづくりと交流であると認識。

地域が豊かになり、住んでいる人の心も豊かになる。物心両

面を豊かにすることが大切。

２ 先人の暮らしの知恵に着目し、それを現代風にアレンジす

ることを商品開発に当たっては常に心がけている。



- 7 -

３ 水俣の過去の体験を踏まえ、地域のエゴをエコに、観光を

環境に結びついていく取組をしたい。

４ 地域の特性を磨き、みんなで力を合わせることで地域力が

高まる。もたれ合ってはだめ、個性をしっかり磨き合って連

携していくことが必要。

４．地域力創造に関する首長アンケート調査結果

○対象：地方公共団体首長

１，５０５/１，８２９（８２．２％）○回答団体数：全回答団体数

（都道府県、政令指定都市、中核市、特例市、市、町村）

（１）首長アンケート結果の概要

問 現在必要とされる「地域力」とは？

・どの規模の団体においても、コミュニティ力、地域リーダ

ー力、住民力、地域経営力、経済産業力を必要とされる

「地域力」と捉えている。

・自治体の規模が小さくなるほど、リーダー力及び住民力を

地域力として捉える割合が高い。

問 力を入れている取り組みとは？

・都道府県：農林水産業、企業誘致、観光振興

・政令市、中核市、特例市：文化振興、環境対策、コミュニ

ティ対策、地域防災・地域防犯

・規模が小さい自治体ほど農林水産業、人口定住対策に力を

入れている。

問 取組みが不十分で更に力を入れる必要があるものとは？

・都道府県、政令市、中核市、特例市

：観光振興、地域情報の発信、地域ブランド強化

・政令市は他の規模の団体に比べて、ＮＰＯ等支援に更に力

を入れるべきと考えている。

・規模の小さい団体ほど、人口定住、公務員の資質向上に力

を入れるべきと考えている。
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問 不十分な取り組みを進めるために必要性を痛感していることとは？

・都道府県：地方への権限移譲、自主財源の涵養、補助金・

交付税などの財源の確保

・政令市：地方への権限移譲、規制緩和、民間企業の社会

貢献活動の促進、地域に対する愛着・誇りの涵養

・政令市以外の市町村：住民のやる気や協力・連携意識の向

上、地域リーダーの養成

（２）国に対する要望事項

（総務省に対して）

・地域づくりを担う職員の研修、情報交換の場として、国

と地方公共団体を横断するネットワークづくり。

・自治体のニーズに応じたできるだけ長期的な人材の派遣

等、物心両面にわたる支援。

・地域力創造の取組に対する各省の支援施策に関する自治

体へのトータルな情報提供。

・地域力創造に取り組む自治会や地縁団体等を応援する施

策の充実。

・都市部の地域力の支援方策についても検討するべき。

・若者が中山間地に移住する施策を積み重ねること。

・地域コミュニティの維持・強化に向けた取組を支援。

・地域のことは地域にまかせるということをぶれずに徹底。

・地域力創造施策を進める上で必要となる地方交付税をは

じめとする地方財源の確保。

（総務省以外の各府省に対して）

・産業、雇用、交通、教育、保健医療など様々な政策領域

を総合的に捉える視点と一体的な政策展開を可能とする

柔軟な仕組みづくり。

・環境や食糧の問題を地域活力、企業活動に生かす施策の

横断的実施。

・地域経済活性化を促すため、中小企業が利用しやすい融

資制度や補助制度の拡充。

・民間企業が地域に貢献することによって評価される仕組

みづくり。
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５．地域力創造有識者会議での議論を踏まえた今後の施策の展開

（１）今後の地域力創造施策の方向性

以上のように、これまで本有識者会議においては、「地域

力とは何か」、「今後力を入れるべき地域力創造施策は何

か」等について、首長アンケート、ゲストスピーカーヒアリ

ング等を行いながら議論を進めてきた。

「地域力の要素分解図」をめぐる議論でもあったように、

ひと言で「地域力」といっても地域資源や人的要素としての

リーダー力、住民力、公務員力、さらにこれらのつながり力、

教育力、伝統力などの社会的な要素、そして一次産業、二次

産業、三次産業などの経済的要素また、自然・環境・景観な

どの自然的要素など多様な要素、内容が含まれている。

例えば東京は、世界中からのヒト、モノ、文化が交流し、

産業が集積し、経済力があり若者が多い。こうした視点では

地域力があり、活性化もしている。一方で沖縄は経済状況は

厳しいものの、他の地域にない自然、温暖な気候、伝統文化

に恵まれ若者の移入が続いており、東京とは違った意味で地

域力があるとも言えよう。

経済的条件、自然的条件は地域において様々である。ただ

同じような条件下にあっても活性化している地域とそうでな

い地域がある。何がその差を生じさせているのかと考えた場

合、究極的には人材力のウエートが大きいといえるのではな

いか。地域を引っぱるリーダーやリーダーを支える人々の存

在、これらの人々のもと、まとまり同じ目的に向かって歩ん

でいく住民の力、そして、行政の立場と地域住民としての立

場をあわせ持つ公務員の力、これらの人材力がアウトプット

としての地域の活性化に差をもたらす根源的な要素ではない

だろうか。

もとより、地域リーダーとは全知全能のカリスマ的人材の

みが担えるというものではない。地域には様々な得意分野を

持った人材が存在するはずである。

それらの人々を発掘し、まわりの人々が支え、つながり、

協力し合いながら活動していく。そうすることにより地域全

体の人材力を向上させるという視点が重要である。
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そして、これらの人材力が向かう対象として地域資源があ

る。各委員の指摘やゲストスピーカーの事例発表にもあった

様に地域に愛着を持ち自らの地域の魅力、資源に気づき、そ

れを磨いていくことが重要である。地域資源には既にある程

度の知名度を獲得しているもののみならず、かつて存在して

いたが今やすたれてしまったもの、逆にマイナスイメージで

しか捉えられてこなかったものなど様々なものが考えられる。

何もないことすら魅力にもなると胸を張って現実に成功した

地域もある。したがって、地域資源の発掘、再生、創造に向

けた取組みに人材力を結集していくことが重要となる。

今後、総務省としては、アウトプットである地域の活性化

をもたらす重要な基盤的要素である人材力の強化に向けた取

組みを重点的に推進するとともに、地域資源の発掘、再生、

創造に向けた取組みについて今後の当有識者会議での関係省

庁も交えた議論も踏まえ、検討していくべきものと考える。

（ ２ ） “ 人 材 力 の 強 化 ” に 向 け た 今 後 の 取 組

地域力創造の基本となる“人材力の強化”に向け、以下の

４つの柱に基づく取組みを進める。

その際、内閣府や関係省庁と適切に連携するとともに、各

都道府県・市町村・地域づくり団体等とのネットワークを生

かし、人材力の強化に向けた動きが全国的に広がるよう、各

地域の取り組みを強力に推進する。

第１の柱：個々の人材力の育成・強化

地域力創造のためには、まず何よりも、様々な場において、

個々の人材そのものを育成する機会を豊富に提供し、世代や

分野を超えた多様な個人が、必要な人材力を身につけること

が重要である。

○自治大学校、市町村アカデミー、国際文化アカデミーのほ

か、各都道府県や市町村の職員研修所等において地域力創

造関連講座を開催し、行政職員が地域力の創造や地域の活

性化のための手法について学ぶ機会を提供する。その際、

可能な場合民間人やＮＰＯや公務員などが一堂に会する機

会を持つことが望ましい。
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○地域力創造セミナー、地域経営塾（以上総務省）、地域リ

ーダー養成塾、地域再生実践塾（以上(財)地域活性化セン

ター）等を各地で開催することにより、地域経営を行う行

政・ＮＰＯなど官民の人材を養成する。また、これらの講

座のテーマに応じて、自治大学校等のカリキュラムとの関

連づけを検討し、官民の人材育成施策を組み合わせた相乗

効果の高い啓発の機会を提供する。

○地域力創造の重要性の気付きの場を提供し、地域の人材力

の裾野を広げる観点から、都道府県、市町村が住民、ＮＰ

Ｏ等を対象として行う講演会、研修等を支援する。

○民間組織や大学と連携し、地域力創造に向けた小中高生や

大学生、研究者など、幅広い年代が、現場での実践活動等

を通じた人材力強化を推進するための仕組みを構築し、こ

ういった取り組みを積極的に支援する。

第 ２ の 柱 ： 人 材 力 の 相 互 交 流 と

ネ ッ ト ワ ー ク の 強 化

地域力創造のための人材は、一人で育っていくわけでは

ない。様々なバックグラウンドを持つ人材が、様々な形で

相互に交流する機会を得ることによって、人的ネットワー

クの拡大を通じた新たな発見や活動のアイディアが沸き出

てくるし、個々の人材力も飛躍的に向上する。

○首長・自治体職員と民間人、ＮＰＯ法人などによるフェイ

ス・トゥ・フェイスの交流機会となる「人材交流ひろば」

のようなものをあらゆる機会をとらえてできるだけ数多く

開催していく。

○地域活動に積極的に取り組む公務員人材で構成される「地

域に飛び出す公務員ネットワーク」のネット上の情報交換

を充実させるとともに、イベントへの参画等を通じて直接

交流する機会を持つ。

○ＮＰＯ等の主体的な取り組みを活用し、官民連携による広

域的・効果的な人材育成・交流の仕組みを構築する。

○コミュニティ活動の交流の場づくりを進めるなど地域内の

人材力の交流の促進を図る。
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第３の柱：人材力を補完するためのアドバイザー招へい

などの取組への支援

地域内においてリーダー不在など人材力が必ずしも十分

発揮されていない場合であっても、外部の人材力がこれを

補完し、地元住民の活動をコーディネートし、地域経営の

ノウハウを伝えることができれば、当該地域の潜在的な人

材力が真価を発揮する。

○ 地域に必要とされる人材のマッチングを行ったうえで、

地域力創造アドバイザー、地域再生マネージャー、地域お

こし協力隊の派遣や集落支援員制度を活用するなど、地元

の住民の地域経営を支援する取組に対して支援を行う。そ

の際、事業終了後も活動が継続される様に、人材力確保の

ための一般的な支援制度を検討することなどにも留意する。

○ 地域力創造応援団（総務省）の活動を充実強化し、人材

のネットワークづくりを強化することなどにより、地域の

人材力を補完する取り組みを支援する。

第４の柱：全国各地の人材力と成功事例等の情報の提供

全国各地で活躍する人材には、長年にわたり地域のリー

ダーとして活動してきた人材や、その活動経験に基づいて他

の地域にノウハウを伝える人材がいる。こうした人材や活動

事例を集約・整理しておくことは、様々な施策において人材

力を活用するための重要な基礎となる。

○この有識者会議における提言により発足した人材と事例の

データを結びつけて集積した地域力創造データバンクに、

今後、他省庁の人材、事例のデータを取り込むとともに、

内閣官房が構築している「地方元気応援人材ネットワー

ク」との連携も図るなど、関係省庁と連携して、より効果

的な活用方策を検討し、自治体等による活用を促進する。
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（３）その他の取組み

ア）地域力創造プラン

縄文以来、「自然との共生」を基本としてきた我が国の

歴史・文化に基づき、「人も自然界の一員」という姿勢の

もと、豊かな自然環境を守りながら、活力ある地域社会を

形成するため、「定住自立圏構想の推進」、「地域連携に

よる自然との共生の推進」、「条件不利地域の自立・活性

化の支援」の施策を展開する。

イ）定住自立圏構想

定住自立圏は、中心市と周辺市町村が、１対１の協定を

締結することを積み重ねる結果として、形成される圏域で

ある。圏域ごとに「集約とネットワーク」の考え方に基づ

き、中心市において圏域全体の暮らしに必要な都市機能を

集約的に整備するとともに、周辺市町村において必要な生

活機能を確保し、農林水産業の振興や豊かな自然環境の保

全等を図るなど、互いに連携・協力することにより、圏域

全体の活性化を図ることを目的として施策を展開する。

ウ）地域おこし協力隊

意欲ある都市住民等を地域社会の新たな担い手として受

け入れる「地域おこし協力隊」を推進。地方自治体が、Ｎ

ＰＯや大学等の様々な事業を活用しながら、都市の若者等

を受け入れ、当該地方自治体のコーディネートのもと、概

ね１年から３年程度、農林漁業の応援・水源保全・監視・

住民の生活支援等の地域協力活動を実施することを想定し

ているものであり受入側の地方自治体を包括的に支援する。

エ）地域連携による自然との共生

（流域協定、カーボン・オフセット協定等）

同一流域内の地方自治体間の「流域協定」等に基づく、

自然保護活動を目的としたボランティア活動（流域ボラン

ティア等）に住民が参画する仕組みを支援する。

また、他の自治体や企業との間での「カーボン・オフセ

ット協定（ＣＯ２相殺協定）」による、地方の森林整備な

どの取組を支援する。
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オ）集落支援員

過疎地域等に所在する集落において、集落支援員による

集落点検の実施や話し合いの促進などを積極的に実施する。

集落支援員は、市町村職員とも連携し、集落への「目配

り」として、集落の巡回、状況把握等を行うことを想定し

ている。

カ）地域力創造対策

従来の経済停滞地域における特定地域経済活性化対策に

加え、過疎地域等の条件不利地域における観光交流振興策、

地域資源発掘・地域の魅力発見対策、デジタルディバイド

の解消対策、コミュニティ活性化対策、人材育成対策など

の地域力創造に向けた様々な取組を支援する。

キ）コミュニティ対策

「新しいコミュニティのあり方に関する研究会」の報告

等をふまえ、地域コミュニティ活動の活性化や地域コミ

ュニティやＮＰＯ等の地域の多様な主体が協働する「地

域協働体」の形成に向けた検討及び調査実験事業を実施

するとともに、国会におけるコミュニティ活動基本法制

定に向けての動きなども見極めつつ、必要な支援策など

について具体的な検討を進める。

ク）活動段階や地域特性に応じた地域力の検討

地域力創造の取組みは、活動の初期・発展期等の活動段

階や大都市や過疎地域等の活動の場によって、活発化のた

めに求められる条件が異なるものと考えられることから、

時間軸や地域性に応じた地域力創造の条件について調査・

検討を実施する。

ケ）各府省の連携強化

各府省においては様々な地域力創造に関連する施策が実

施されているが、それを活用する側の視点に立った整理が

十分になされているとは言い難い状況にある。

内閣官房と連携し、各府省施策を有効に利用できるようわ

かりやすい整理に努めるとともに、これらの施策を有機的

に連携させて地域の総合力を高めていけるような仕組みに

ついて検討を進める。
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６．今後の会議の進め方

（１）農林水産省、経済産業省、国土交通省、厚生労働省、文部科

学省等からヒアリング

（２）その際当該テーマの分野で活躍している方をゲストスピーカ

ーとして招致

（３）（１）、（２）を踏まえ、今年度内に、地域力創造有識者会

議提言とりまとめ

（開催日程案）

○７月２８日 第５回地域力創造有識者会議

○９月１７日 第６回地域力創造有識者会議

○１０月 第７回地域力創造有識者会議

（各省ヒアリング、活動者ヒアリング）

○１２月 第８回地域力創造有識者会議

（各省ヒアリング、活動者ヒアリングを踏ま

えた施策の展開案について）

○２月 第９回地域力創造有識者会議

地域力創造有識者会議提言とりまとめ

終 了


